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1. はじめに  

一般財団法人日本規格協会  (JSA) は，2012 年 4 月

を期して，従来の公益法人から一般財団法人に衣替え

した．しかし，営利事業だけではなく，従来の公益事

業も継続する必要が認識された．その一部を担うため

に，“標準化”に関して，JSA が長年にわたり蓄積して

きた知見や学術的な研究成果を幅広く社会に役立てる

ことを目的とする，日本初の標準化専門研究機関であ

る“標準化研究センター”を 2013年 2月に設立した [1]． 

この標準化研究センターでは，東京大学大学院情報

理工学系研究科，東京工業大学大学院理工学研究科工

学系及び工学部等の協力提携締結先とも連携を行い，

標準化研究の更なる高度化と，産業・社会イノベーシ

ョンの促進や標準化人材の育成等に寄与することを目

指して，研究・事業を進めている．  

本稿では，JSA 標準化研究センターの構成を紹介す

るとともに，画像電子学会 2013 年大会の国際標準化教

育研究会  (STD) 企画セッション“標準化人材のため

の環境整備”に向けて，この研究センター設立後の活

動の一部を示し，併せて今後を展望する．  

 

2. JSA 標準化研究センターの構成と活動  
この研究センターは， JSA 理事長と専務理事をそれ

ぞれ，センター長および統括研究員とし，上席研究員

及び研究員により表１のように構成されている [1]．  

表 1 JSA 標準化研究センターの構成  

センター長  田中正躬（元 ISO 会長）  
統括研究員  武田貞生（現 ISO 副会長）  
上席研究員  森 紘一，原田節雄，三上喜貴，  

加藤芳幸，池田宏明，松本  隆  
研 究 員  岩垂邦秀，國分恵夏，他 16 名の  

JSA 職員  

 

当研究センターでは， ISO/IEC/ITU など国際レベル

での活動に注目すると同時に，国内的には覚書  (MoU) 

を交換して協力関係を締結している東京大学大学院情

報理工学系研究科  (2011 年），東京工業大学大学院理

工学研究科工学系及び工学部  (2012 年 ) を始めとして，

早稲田大学大学院国際情報通信研究科及び理工学術院

研究科とも協力提携して，標準化に関する具体的な授

業科目の講義を担当するため，研究センター研究員を

非常勤講師として派遣するとか，授業科目の一部を分

担するなど，大学院レベルの標準化教育を通して人材

育成に当たっている．  

具体的な国際的活動については 3.1 で述べる．また，

国内活動については 3.2 で述べる．  

 

3. JSA 標準化研究センターの最近の活動  

3.1 国際レベルでの標準化研究活動  
ISO, IEC, ITU などの国際的な標準化機関が構成す

る World Standards Cooperation (WSC) [2] が

International Cooperation for Education about 

Standardization (ICES)[3] と連携して毎年開催する

WSC Academic Day に積極的に関与している．これは，

田中センター長が元 ISO 会長であり，武田統括研究員

が現 ISO 副会長で，WSC から国際レベルで主要な役割

を期待されているためである．  

本年の WSC 関連計画は表 2 に示した通りである．  

これらのイベントに関連して，2013 年度に当研究セ

ンターから提起するトピックスは，“国際標準とソー

シ ャ ル ICT” で ，  WSC Academic Day and ICES 

Conference で 6 月 14 日に開催されるセッション 3 で  

“Introduction to the standards education program related 

to Social ICT at University of Tokyo”の口頭発表が行わ

れる [5]．さらに，6 月 26～27 日に米国ワシントン DC



  
画像電子学会 年次大会予稿 
The Institute of Image Electronics Proceedings of the Media Computing Conference     
Engineers of Japan  

 

の国会図書館を会場として，WSC の主要役職者等によ

る意見交換会がある．これにも当研究センターから参

加を予定している．  

 

表 2 JSA 研究センターと WSC の関わり  

日程  イベント  場所  
2013年 6月
12～14 日  

WSC Academic 
Day and ICES 
Conference[4] 

ETSI  
(Sophia Antipolis, 
France) 

2013年 6月
26～27 日  

WSC Roundtable Library of Congress 
(Washington DC. 
USA) 

 

3.2 国内の大学との連携  
本稿執筆時点での当研究センターの国内の大学と

の連携・協力  (具体的は授業の実施や研究員派遣など ) 

は次の通りである．  

(1) 東京大学大学院情報理工学系研究科ソーシャル
ICT グローバル・クリエイティブリーダー育成プ

ログラムにおける授業科目“国際標準とソーシャ

ル ICT”及び“新情報産業論”を提供．  

(2) 早稲田大学大学院国際情報通信研究科及び理工学
術院研究科における授業科目“企業ビジネスと国

際標準化”を提供．この授業は実時間で早稲田大

学の複数キャンパス，大阪大学の複数キャンパス

に実時間でネットワーク配信され，録画ビデオは

マレーシア工科大学にも提供．  

(3) 関西学院大学における授業科目“標準化経営戦略”
に協力．  

この中で， (1) の授業科目“国際標準とソーシャル

ICT”の背景と目的，及び (2) の授業科目“企業ビジネ

スと国際標準化”の現状を次に述べる．  

 

4. 国際標準化に関する教育  

4.1 国際標準とソーシャル ICT 
JSA の覚書締結対象の一つである東京大学大学院情

報理工学系研究科には，文部科学省の博士課程教育リ

ーディングプログラムに対応して，ソーシャル ICT グ

ローバル・クリエイティブリーダー育成プログラム  

(GCL 育成プログラム ) が 2012 年に認可された [6]．プ

ログラムコーディネーターは國吉康夫  教授（大学院情

報理工系研究科知能機械情報学専攻）である．また，

関連してソーシャル ICT 研究センターが設置された． 

目的は，先進 ICT を機軸に社会変革を先導するリー

ダーを産官民学・海外連携により強力に育成すること

である．  

この GCL 育成プログラムは 2013 年度から本格化し

て，東京大学の各研究科・専攻の修士課程新 1 年生で，

博士後期課程に進学し博士の学位を取得する意思があ

り，かつ，先端 ICT に基づいた社会的イノベーション

におけるリーダーになろうと志す者を対象に選抜され

る．  

学生定員は，博士前期課程新 1 年生の中から，毎年

60 名を選抜，さらに 2 年生になる時点で 20 名程度に

絞り込まれる．このプログラムに所属する学生には 2

年次より奨励金が付与されるとのことである．  

 

本学 16 専攻の持つ高度専門力・実践力をベースに， 
産民学に渡る強力な連携機関の支援を受け，  

ICT に基づく社会改革を先導するリーダーシップ人材を育成  

[プログラムコーディネーターの許諾を得て転載 ] 

図１ 東京大学 GCL 育成プログラム概念図  

 

図 1に東京大学 GCL育成プログラム概念図を引用し

たが，覚書（図 2 参照）に基づき，これに“日本規格

協会”が組み込まれている．  

 

 

図 2 JSA と東京大学との MoU 文書の一部  

 

JSA標準化研究センターもこの GCL育成プログラム

に連携・協力して，GCL としての素養に国際標準の視

点を加えるべく，平成 25 年 4 月から授業科目“国際標

準とソーシャル ICT”の講義を研究センター構成員（池
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田上席研究員及び田中センター長）が東京大学大学院

非常勤講師として担当し，講義を開始した．この授業

科目の概要は次の通りである．  

 

表 3 国際標準とソーシャル ICT 講義概要  

グローバルビジネスや国際的なプロジェクトを進め
るには，国際標準の理解や新テーマ発掘についてのリ
ーダーシップが不可欠とされている．そのため国際標
準の理解を体系的に，限られた時間で得るための，標
準教育が近年世界的に行われるようになった．本講義
では，緒についたばかりであるが，将来大きな可能性
のある国際標準作りにソーシャル ICT を用い，標準教
育を行うものである．講義は二つのステップからな
る．  
（１） まず国際標準のソーシャル ICT に係る国際標

準作りや標準の利用段階での重要な要素の理
解を深めるための座学である．標準になじみ
の薄い受講者にも関心を持ち，理解を深めて
もらうため，わかりやすいトッピクスを取り
上げ，議論を中心に，国際標準の知識を体得
する．  

（２） 体得した知識を基に，なじみやすい国際標準
作りのソーシャル ICT に実際に参加し，国際
標準作りに参加をするとともに，ソーシャル
ICT を用いることによる限界や可能性を探る．

第１ステップで体得した知識を実際に利用すること
により，標準のより深い理解が深まるとともに，ソー
シャル ICTの他の分野への利用の可能性をも考えるこ
とにより，国際的な調整能力や問題解決能力の向上を
目指す．  

 

ソーシャル ICT としては， IEC LinkedIn にサブグル

ープとして国際標準 IEC 60417 (機器・装置用図記

号 )[7]を 2012 年 10 月に新設した [8]．当研究センター

上席研究員がモデレータを務めており，これを題材に

する予定である．（図 3 参照）  

 

[IEC 中央事務局の許諾を得て掲載 ] 

図 3 IEC LinkedIn サブグループ  

 

講義の後半で図記号の国際標準を題材に選んだ理

由は，図記号そのものについては特段の準備を必要と

せず，さほど高い専門性を学生に要求しないためであ

る．主として，公式な標準化以前の，例えば，標準化

テーマ（問題）の抽出，関連したブレーンストーミン

グを想定している．  

表 4 に講義トピックス（予定を含む）を示す．  

 

表 4 国際標準とソーシャル ICT 講義トピックス  

1) なぜ国際標準が重要か？  
2) ビジネス戦略に標準が重要なのはなぜか？  
3) 標準の力とは？  
4) どのように標準は作られるのか？  
5) 知財や独占禁止法との関連は？  
6) 新技術や研究開発と標準の関係は？  
7) なぜマークや表示の氾濫が起こるのか  
8) 国際取引のルールと標準の係りあいは？  
9) 図記号とは？  

10) ソーシャル ICT の可能性は？  
11) ソーシャル ICT 活用事例  

(IEC 60417 Graphical Symbols) 
12) 演習及び議論  
13) レポートの作成と発表  
14) まとめ  

 

4.2 企業ビジネスと国際標準化  
早稲田大学大学院のこの授業科目の担当責任者は

佐藤卓郎教授（早稲田大学大学院国際情報通信研究科

長）である．この授業実施については，当研究センタ

ーのセンター長（田中），総括研究員（武田），上席研

究員（池田）に加えて，5 名の研究員が講義を分担し，

これに加えて 5 名の早稲田大学大学院教員等が分担す

るオムニバス形式となっている．表 5 に講義概要を引

用する [9]．  

 

表 5 企業ビジネスと国際標準化の講義概要  

標準化は互換性確保，生産効率の向上などだけでな
く，産業競争力の強化，貿易促進等の戦略的ツールと
して重要な役割を果たしている．本講義では，標準化
が私たちの経済活動に果たす役割や，標準化が企業利
益にどのように影響を与えているか，実際に標準化を
進めて行く上での問題点や戦略などについて，標準化
の基礎知識を習得するとともに，知財と標準化，事業
戦略と標準化，新分野と標準化等との関係，また認証
制度などについて，関係機関，企業等において標準化
を推進してきた方々を講師とする授業により広範な
標準化に関わる知識を習得する．授業の対象は大学院
の学生を中心に開講するが，理工学部生の聴講も可能
である．企業人材として活躍する上で，自らの専門分
野における標準化に関する様々な専門知識や国際的
動向の知識を持つことが求められている．ビジネスに
役に立つ標準化知識を本授業で獲得することができ
る．  

 

2013 年度はマレーシア工科大学が講義配信先に加

わったため，講義担当者自身が日本語と英語の同時講
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義という形態とした．また，あらかじめ講義資料（パ

ワーポイント）を二か国語で用意し，それに英語によ

る解説を追加，教科書としての体裁も整えた．これは

受講者にあらかじめ配布される．表 6 は各講義のトピ

ックス（教科書の目次）である [9]．  

 

表 6 企業ビジネスと国際標準化講義トピックス  

1) 現代社会における標準化の重要性（標準化序論） 
2) 標準化の基礎  
3) 標準化と特許  
4) 技術変化と標準  
5) 事業戦略と標準化 (概論 ) 
6) 事業戦略と標準化  

(ケーススタディⅠ: 携帯電話関連 ) 
7) 事業戦略と標準化  

(ケーススタディⅡ: iPS 細胞関連の国際標準化)
8) 事業戦略と標準化  

(ケーススタディⅢ: IPTV にみる国際標準化 ) 
9) ヘルスケア情報に関する標準化の紹介  

10) リスクマネジメント及び社会セキュティ分野の
国際標準化  

11) 諸外国（欧米）における標準化制度  
12) 認証制度（ ISO 9000， ISO 14000 等）  
13) 行政における標準化の活用（標準化と規制）  
14) 演習・講評  
15) 演習・講評  

 

5. 今後の展望  
JSA の内部組織である標準化研究センターは，当面，

本稿で述べた活動を含めて継続・発展することになろ

うが，ICT の高度な活用により，大学連携においては，

ICT の高度な活用により，国内に止まらず海外展開も

視野に入ろう．例えば，当研究センターで博士後期課

程の学生をインターンシップとして特定な標準化プロ

ジェクトで受け入れ，学位に結びつく研究の補助的な

指導をするなどの機能を持てるようにすることも期待

される．  

これまで国際標準化の実務を担当した人材は，高齢

化社会においては，今後，ゴールド人材，プラチナ人

材としてプールし，OJT などを通して若手標準化専門

家育成にあたってもらうことも重要である． JSA 標準

化研究センターがそのようなゴールド・プラチナ標準

化人材プールの役割を果たすことが期待される．さら

には，当研究センターの研究員が自ら，単独で又はグ

ループで研究テーマを発掘・設定して研究活動をする

など，目的とする標準化研究の更なる高度化と，産業・

社会イノベーションの促進や標準化人材の育成等に寄

与する研究・事業を進める人々の集まりとすることが

期待される．  
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